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―新潟県におけるアンケート調査
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要 旨
カルバペネム系抗菌薬の施設間の採用状況を明らかにするためにアンケート調査の解析を行った．
対象は新潟県内の病院 81施設として，急性期 63施設および慢性期 18施設の 2群に分けて採用状
況に関連する因子を検討した．その結果，急性期および慢性期におけるカルバペネム系抗菌薬の採
用数の中央値は 3および 2剤と有意に急性期で採用数が多かった（P＜0.01）．また，急性期および
慢性期における薬剤ごとの採用割合については，メロペネムが 94および 89%，イミペネム水和物/
シラスタチンナトリウムが 79および 59%と有意な差を認めなかった．一方，ドリペネム水和物は
56および 17%（P＜0.01），ビアペネムは 48および 6%（P＜0.01），パニペネム/ベタミプロンは 44
および 11%（P＜0.01）と有意に急性期での採用割合が多かった．さらに，重回帰分析の結果，採
用品目数と関連する因子として急性期施設（P=0.02）及び ICD在籍（P=0.03）が正の有意な相関
を認めた．本研究結果より，各医療機関の特性によりカルバペネム系抗菌薬の使用状況が大きく異
なることが示唆された．また，認定薬剤師も抗菌薬採用に関わるような活動が必要と考えられる．
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序 文
カルバペネム系抗菌薬は基質特異性拡張型 βラクタ
マーゼ産生菌などの薬剤耐性菌を含むグラム陽性菌およ
び陰性菌，嫌気性菌に抗菌活性を持つ，感染症治療上重
要な薬剤である．近年，カルバペネム系抗菌薬に対する
薬剤耐性（AMR：antimicrobial resistance）が問題と
なっており，2016年に日本政府から発表された「薬剤
耐性対策アクションプラン」では，2020年における緑
膿菌のイミペネム耐性率を 10%以下，大腸菌および肺
炎桿菌のカルバペネム耐性率を 0.2%以下とすることを
目標としており，カルバペネム系抗菌薬は AMR対策に
おける重要な薬剤の 1つとされている１）．一方，カルバ

ペネム系抗菌薬は現在国内において 5薬剤が上市されて
いるが，各薬剤における種々の細菌に対する最小発育阻
止濃度および薬物体内動態/薬力学が異なるため，臨床
効果や AMRにおよぼす影響も異なることが示唆されて
いる２，３）．加えて，副作用の発現頻度についても各薬剤で
異なることが報告されている４）．このようなカルバペネ
ム系抗菌薬の特性の違いから，各医療機関におけるカル
バペネム系抗菌薬の使用状況が異なる可能性がある．し
かし，これまでにカルバペネム系抗菌薬の採用状況を多
施設で比較した報告はない．
また，抗菌薬適正使用支援チーム（AST：antimicrobial
stewardship team）の活動が推進されており，感染症・
感染制御の専門知識を有する医師や薬剤師が中心となっ
て活動することが求められている５）．従って，カルバペ
ネム系抗菌薬の採用についても，医師および薬剤師によ
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表 1　アンケート内容

施設概要 病床数
認定薬剤師（感染制御専門（認定），抗菌化学療法認定のいずれか）の在籍人数
インフェクションコントロールドクター（ICD）在籍の有無
感染管理認定看護師（CNIC）在籍の有無
院内感染対策チーム（ICT）設置の有無
診断群分類包括評価（DPC）導入の有無
細菌検査室の有無

抗菌薬 メロペネム水和物（MEPM）採用の有無
採用 ビアペネム（BIPM）採用の有無

イミぺネム水和物/シラスタチンナトリウム（IPM/CS）採用の有無
パニぺネム/ベタミプロン（PAPM/BP）採用の有無
ドリぺネム水和物（DRPM）採用の有無

る関与があると推測されるが，各施設におけるカルバペ
ネム系抗菌薬の採用状況に関してこれらの専門資格をも
つ職種の関わりについても明らかになっていない．そこ
で，本研究では 2015年に新潟県内で実施した抗菌薬適
正使用および院内感染対策に関するアンケートのうち，
カルバペネム系抗菌薬の採用状況について解析を行い，
カルバペネム系抗菌薬の採用に関わる因子を検討したの
で報告する．

材料と方法
2015年 6～7月に新潟県内 125の病院内薬剤部（科）

を対象としてアンケートを配布し，回答が得られた 104
施設のうち，厚生労働省が定める病床機能報告制度に基
づき報告があった 81施設を解析対象とした６）．アンケー
トの内容を表 1に示す．本アンケートは抗菌薬適正使
用，Therapeutic drug monitoring（TDM）の実施状況，
院内感染対策について行っており，抗菌薬適正使用およ
び TDMの実施状況については既に報告している７，８）．本
報告ではカルバペネム系抗菌薬の採用状況について検討
した．アンケートでは施設概要として病床数，認定薬剤
師（抗菌化学療法認定薬剤師，感染制御専門薬剤師およ
び感染制御認定薬剤師）在籍の有無，インフェクション
コントロールドクター（ICD：infection control doctor）
在籍の有無，感染管理認定看護師（CNIC：certified
nurse in infection control）在籍の有無，院内感染対策
チーム（ICT：infection control team）設置の有無，診
断群分類包括評価（DPC：diagnosis procedure combina-
tion）導入の有無，細菌検査室設置の有無，注射用カル
バペネム系抗菌薬としてメロペネム水和物（MEPM：
meropenem），ビアペネム（BIPM：biapenem），イミ
ぺネム水和物/シラスタチンナトリウム（IPM/CS：
imipenem/cilastatin），パ ニ ぺ ネ ム/ベ タ ミ プ ロ ン
（PAPM/BP：panipenem/betamipron），ドリぺネム水
和物（DRPM：doripenem）採用の有無を集計した．ま
た，病床機能については，厚生労働省が定める病床機能

報告制度に基づき分類を行い６），高度急性期または急性
期を有する医療機関を急性期，回復期または慢性期のみ
を有する医療機関を慢性期と定義した．なお，DPC導
入の有無は厚生労働省が公開しているデータベースを用
いた９）．
解析は急性期および慢性期における注射用カルバペネ
ム系抗菌薬の採用品目数とその割合を比較検討した．続
いて，注射用カルバペネム系抗菌薬の採用品目数に関連
する因子を重回帰分析により検討した．統計解析は
JMPⓇ9（SAS Institute Inc., Cary, NC）を用い，P＜0.05
を統計学的に有意とした．採用品目数の比較はMann-
Whitney’s U検定，採用割合の比較は χ2検定を用い，期
待度数が 5未満の場合には Fisherの直接確率計算法を
行った．重回帰分析は，目的変数をカルバペネム系抗菌
薬採用品目数，説明変数を病床数，急性期，ICD在籍，
CNIC在籍，認定薬剤師在籍，細菌検査室設置，DPC
導入の有無として解析し，各説明変数の選択には変数増
減法を用いて，説明変数取捨選択の判定基準は P＜0.25
とした．

結 果
解析対象とした 81施設（回答率 65%）のうち，急性
期（N=63）および慢性期（N=18）における施設背景
と各カルバペネム系抗菌薬の採用施設数の比較を表 2
に示す．急性期および慢性期におけるカルバペネム系抗
菌薬の採用数の中央値は 3および 2剤と急性期で有意に
多かった（P＜0.01）．また，急性期および慢性期におけ
る ICD在籍は 59および 11%（P＜0.01），CNIC在籍は
41および 6%（P＜0.01），ICT設置有は 86および 56%
（P=0.01），DPC導入有は 73および 11%（P＜0.01），
細菌検査室設置有は 70および 28%（P＜0.01）と急性
期で有意に多かった．急性期および慢性期における薬剤
ごとの採用割合については，MEPMが 94および
89%，IPM/CSが 79および 59%と有意な差を認めな
かった．一方，DRPMは 56および 17%（P＜0.01），BIPM
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図 1　 急性期および慢性期におけるカルバペネム系抗菌薬の採用
品目数の比較

表 2　急性期および慢性期における各カルバペネム系抗菌薬の採用施設数の比較

急性期
（N＝63）

慢性期
（N＝18） P＊

ICD在籍 n（%） 37（59） 2（11） ＜0.01
認定薬剤師在籍 n（%） 22（35） 5（28） 0.57
CNIC 在籍 n（%） 26（41） 1（6） ＜0.01
ICT 設置 n（%） 54（86） 10（56） 0.01
DPC導入 n（%） 46（73） 2（11） ＜0.01
細菌検査室設置 n（%） 44（70） 5（28） ＜0.01
メロペネム水和物，採用あり n（%） 59（94） 16（89） 0.88
イミペネム水和物/シラスタチン，採用あり n（%） 50（79） 10（56） 0.98
ドリペネム水和物，採用あり n（%） 35（56） 3（17） ＜0.01
ビアペネム，採用あり n（%） 30（48） 1（6） ＜0.01
パニペネム/ベタミプロン，採用あり n（%） 28（44） 2（11） ＜0.01
カルバペネム系抗菌薬の採用数
median（min-max）

3（0 - 5） 2（0 - 4） ＜0.01

＊χ2 検定，Mann-Whitney’s U 検定（P＜0.05）

表 3　注射用カルバペネム系抗菌薬の採用品目数に関連する因子

偏回帰係数 標準誤差 P＊

病床数 0.20 ＜0.01 0.06
急性期 0.26 0.17 0.02
ICD在籍 0.25 0.15 0.03
DPC導入の有無 0.16 0.15 0.14

＊重回帰分析（P＜0.05）

は 48および 6%（P＜0.01），PAPM/BPは 44および 11%
（P＜0.01）と有意に急性期での採用割合が多かった．急
性期および慢性期におけるカルバペネム系抗菌薬の採用
品目数の比較を図 1に示す．慢性期ではカルバペネム
系抗菌薬の採用品目数は 1および 2剤採用で 80%以上
を占めたが，急性期では 3剤採用施設が多かったものの，
1から 5剤採用まで幅広い結果となった．注射用カルバ
ペネム系抗菌薬の採用品目数に関連する因子について重
回帰分析により検討した結果を表 3に示す．変数増減
法により病床数，急性期，ICD在籍，DPC導入の有無
が選択された．また，重回帰分析の結果，急性期（P=0.02）
および ICD在籍（P=0.03）が正の有意な相関を認め，病
床数（P=0.06）が正の相関傾向を認めた（Adjust R2=
0.37）．

考 察
本研究よりカルバペネム系抗菌薬の採用数は慢性期よ
りも急性期で有意に多く，採用品目数は急性期および
ICD在籍と正の有意な相関を認め，病床数と正の相関

傾向を認めた．急性期および病床数が多い施設ではさま
ざまな感染症患者が入院しており，診療科の種類および
医師数が多いため，多くの種類のカルバペネム系抗菌薬
が選択されている可能性が考えられる．また，ICDは
職員の教育・啓発を役割としており，ICDが自施設内
で抗菌薬適正使用の教育を行ったという報告もあること
から１０），ICD在籍施設ではカルバペネム系抗菌薬の使い
分けなどが教育されている可能性が考えられる．一方，
認定薬剤師および CNIC在籍，細菌検査室設置は有意な
相関を認めなかった．従って，カルバペネム系抗菌薬の
採用は認定薬剤師や CNICよりも施設の特性や ICDの
意向を大きく反映している可能性が考えられる．以上の
結果より，カルバペネム系抗菌薬の採用状況が施設の特
性により大きく異なることが明らかになった．AMRの
検出状況は急性期と慢性期の施設間で異なるという報告
もあり１１），今後はこれらの違いが AMRへ及ぼす影響を
検討する必要があると考えられる．
MEPMおよび IPM/CSの採用施設数は急性期および
慢性期間で有意な差を認めなかった．この 2剤はカルバ
ペネム系の中でもグラム陽性・陰性菌の両者に広く抗菌
スペクトラムを有しており，ガイドラインにおいてもカ
ルバペネム系抗菌薬の中で上位に記載されていることが
採用の多い要因と考えられる１２）．一方，BIPM，PAPM/
BP，DRPMは急性期で有意に採用が多く，各薬剤の特
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徴などを考慮して採用薬が選択されている可能性が示唆
された．抗菌薬の使用量に関して 2004年から 2016年ま
での販売データを分析した報告によると，カルバペネム
系抗菌薬の使用量はほぼ横ばいであり，特にMEPMの
消費量が最も多く１３），本研究結果と同様の状況を反映し
ていると考えられる．また，Murakiらは日本の 203施
設を対象とした調査において，カルバペネム系抗菌薬使
用量と緑膿菌耐性率に関連性は認めなかったと報告して
いる１４）．従って，カルバペネム系抗菌薬は使用量よりも
採用状況などの違いにより，臨床上のアウトカムおよび
副作用発現状況，AMRへの影響が異なる可能性がある
ため，今後検討が必要と考えられる２～４）．
注射用カルバペネム系抗菌薬の一部は日本国内におい
てジェネリック医薬品が存在するため，これらの要因が
院内採用に関係している可能性もある．本調査を行った
2015年時点でジェネリック医薬品が存在するのは
MEPMおよび IPM/CSの 2品目であり，BIPM，PAPM/
BP，DRPMにはジェネリック医薬品が存在しない．本
研究結果において急性期および慢性期の両施設で
MEPMおよび IPM/CSの採用割合が高かった理由とし
て，ジェネリック医薬品が存在していることが一因と
なっている可能性があり，ジェネリック医薬品が採用状
況に影響していることも考えられる．
本研究の限界として，新潟県内という限定した地域で
のアンケート結果であるため，一般化するにはさらに大
規模な調査が必要と考えられる．しかし，新潟県の病床
報告制度の集計によると，新潟県内の病院 138施設中，
急性期が 99施設（72％），慢性期が 39施設（28%）と
なっており６），本アンケートに回答した急性期および慢
性期施設の割合と同様であるため，新潟県の状況を反映
していると考えられる．また，抗菌薬の採用状況は薬事
委員会の構成メンバーおよび病院規模や診療科数に影響
し，診療科数が多い施設では ICDが在籍することも多
いと推測されるため，認定薬剤師よりも ICDの在籍が
採用数に影響した可能性も考えられる．一方，ICDが
薬事委員会に参加し，採用審議に影響している可能性も
考えられるが，本研究ではその点まで調査できなかった．
さらにジェネリック医薬品の導入状況に関しても採用数
に影響する可能性があるが，本研究では対象としなかっ
た．DPC導入についても，その有無は検証したものの，
DPC導入の有無とは関係なく薬剤費が包括となってい
る病床区分もあり，これらの要因が採用品目に与える影
響は検証しきれていない．加えて，本研究では抗菌薬の
使用量を調査していないため，今後は使用量も含めて，
カルバペネム系抗菌薬の採用状況が AMRにどのように
影響するかを調査する必要がある．

以上，本研究結果ではカルバペネム系抗菌薬の採用状
況が施設の特性により異なり，認定薬剤師よりも ICD
の意向を反映していることが示唆された．本研究結果よ
り，各医療機関におけるカルバペネム系抗菌薬の使用状
況が大きく異なることが示唆されたため，今後はこれら
の要因と AMRの関連性を検討し，認定薬剤師も抗菌薬
採用に関わるような活動が必要と考えられる．
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Abstract
To determine the factors associated with adoption of carbapenem, we conducted a question-
naire survey in Niigata. Responses were obtained from 81 out of 125 facilities. We divided two
groups based on 63 acute care and 18 long-term care hospitals, and evaluated the factors associ-
ated with adoption of carbapenem. As a result, a median number of carbapenem adoptions in
acute care and long-term care hospitals were significantly different between 3 and 2 (P＜0.01),
respectively. The adoption rates of carbapenem in acute care and long-term care hospitals were
not significantly different between 94% and 89% in meropenem, and 79% and 59% in imipenem/
cilastatin, respectively. However, the adoption rates of carbapenem in acute care and long-term
care hospitals were significantly different between 56% and 17% in doripenem (P＜0.01), 48% and
6% in biapenem (P＜0.01), and 44% and 11% in panipenem/betamipron (P＜0.01), respectively.
Additionally, multiple linear regression analyses demonstrated that acute-care hospitals (P=0.02)
and registered infection control doctors (P=0.03) had a significant positive association with the
number of carbapenem adoptions. In conclusion, we clarified that there are different factors for
carbapenem adoption, depending on the characteristics of the hospital. The isolation rates of an-
timicrobial resistance were reported to be different between acute care and long-term care.
Therefore, further investigation is needed to understand the relationship between antimicrobial
resistance and carbapenem adoption. We also consider that a certified pharmacist is needed for
activities related to antibiotic adoption.
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